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昨年 12 月に令和 5 年の税制改正大綱が発表されました。この中で、資産税に関する改正

のポイントはなんでしょうか？

解説

１． 相続前贈与の加算期間の延長

✔相続開始前に被相続人から贈与を受けたことがある場合の相続税の課税価格への加算期

間を、相続の開始前 7 年以内（改正前：3 年以内）に延長します。延長する 4 年間に受け

た贈与については、その財産の価額の合計額から 100 万円を控除した残額を相続税の課

税価格に加算します。

✔適用時期：令和 6 年 1 月 1 日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適

用されます。令和 9 年 1 月 1 日以後の相続等から加算期間が順次延長されることになり、

令和 13 年 1 月 1 日以後の相続等について加算期間が 7 年となります。

２． 教育・結婚・子育て資金の一括贈与の非課税措置の延長等

教育資金の一括贈与については、一定の措置を講じた上で、適用期限を令和 8 年 3 月 31

日まで 3 年延長します。結婚・子育て資金の一括贈与については、一定の措置を講じた上

で、適用期限を令和 7 年 3 月 31 日まで 2 年延長されます。

３． 相続時精算課税制度の見直し

相続時精算課税を適用する者が受けた贈与に係るその年分の贈与税については、暦年課税

の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除 110 万円を控除できることとなります。な

お、相続時精算課税を選択している複数の贈与者から贈与を受けた場合は、それぞれの贈

与額に応じて基礎控除額を按分します。また、暦年課税の基礎控除（110 万円）との併用

は可能となります。

✔適用時期：令和 6 年 1 月 1 日以後に贈与により取得する財産に係る相続または贈与に

適用
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令和 5年税制改正③～資産税

今回の税制改正では、生前贈与加算の期間が 7 年に延長されたということが私たちには不利
な改正となります。ただ、教育・結婚等の贈与の非課税措置が延長され、相続時精算課税を

選んでも 110 万円の控除が受けられるようになったことは、うれしい改正です。

相続前の贈与の加算期間の延長、教育資金、結婚子育て資金の一括贈与に係る非課税措

置の延長、相続時精算課税の見直しなどが大きな改正となります。


